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Ⅰ．緒　　言

　2型糖尿病は、インスリンの分泌不足や作用

低下によって発症する疾患であり、その背景に、

遺伝的な要因に加え、高脂肪食の過剰摂取や運

動不足といった生活習慣が関与していることが

知られている （糖尿病診療ガイドライン2024）。

2023年度の国民健康・栄養調査によれば、 糖尿

病が強く疑われる20歳以上の者の割合は、 男性

で16.8%、女性で8.9%であり、特に男性では

40歳代以降に急激に増加する傾向がみられる

（令和5年国民健康・栄養調査）。一方で、 身体活

動の増加や食生活の改善により、糖尿病の発症

を予防できることが報告されており（Zhang et 

al., 2017；Gong et al., 2015）、 発症前の段階で

の生活習慣への介入が重要であるとされている。

　身体活動は、日常生活における動作を指す「生

活活動」と、健康の維持・増進を目的として計

画的に行う「運動」に分けられる（厚生労働省，

2023）。世界保健機関 （WHO） は2020年に 「身

体活動・座位行動ガイドライン」 を発表し、 日

本語版も刊行されている （日本運動疫学会　他，

2020）。このガイドラインでは、座っている時

間を減らし、生活活動や運動の時間を増やすこ

とが推奨されている。これは、長時間の座位が、

死亡率や2型糖尿病、心血管疾患のリスクを高

めることが明らかになってきたためである。日

本では、事務職に従事する人々の座位時間が

長い傾向にあり、特に男性のデスクワーカー

においてその傾向が顕著である（Kurita et al., 

2019a；Kurita et al., 2019b）。

　日本糖尿病学会は、空腹時血糖値が100 〜

109 mg/dLの範囲を「正常高値」と位置づけ、

個々の病態や経過に応じた生活習慣の見直しが

必要であると提唱している（門脇　他，2008）。

この値は基準値内ではあるが上限に近く、糖尿

病の前段階として注目される指標である。一方

で、正常高値の段階にある人々に対する具体的

な生活指導や治療方針については、明確な合意

が得られていないとの指摘がある（Saito et al., 

2011）。2024年に改訂された糖尿病診療ガイ

ドラインにおいても、生活習慣の改善が予防の

基本とされているが、正常高値者への具体的な

介入方針については依然として統一的な見解

が示されていない （日本糖尿病学会，2024）。

さらに、正常高値者が自身の健康状態をどのよ

うに認識し、どのような保健行動をとっている

のかについての実態に関する知見は十分に蓄積

されておらず、今後の検討が求められる。
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　これまで、糖尿病予備群や生活習慣病予備群

を対象とした予防意識や保健行動に関する研究

は多数報告されている（奥村　他，2005；篠岡  

他，2011；小澤　他，2013）。しかし、空腹時

血糖が正常高値に該当する群に特化した研究は

少なく、特にこの段階にある人々の予防意識や

保健行動の実態を明らかにした研究は限られて

いる（門脇　他，2008；門脇　2009）。そこで本

研究では、健康診査において空腹時血糖が正常

高値と判定された一般事務職の男性を対象とし、

2型糖尿病の発症を予防するために、どのよう

な意識を持ち、どのような保健行動を選択し実

践しているのかを質的に分析することで、早期

の予防支援に向けた基礎資料を得ることを目的

とする。

Ⅱ．方　　法

１．用語の定義

1）空腹時血糖が正常高値を示した者
　2021年度の健診において、空腹時血糖が100

〜109 mg/dL、 またはHbA1cが5.6〜5.9%で

あった者とする。本稿における「正常高値」は

この基準を指す。

2）一般事務に従事する者
　日本標準職業分類（総務省， 2009年）の「一

般事務従事者」に分類される庶務事務員、人事

事務員、企画事務員、受付・案内事務員、秘書、

電話応接事務員、総合事務員のいずれかに従事

する者とする。

3）予防意識
　「健康を脅かすものとなる危険因子をみつけ、

取り除く、 軽減すること」 （野口， 1998） および

「自分が現在何をやっているのか、今はどんな状

態なのかなどが自分でわかる、 心の動き」 （西尾  

他，1999）を参考に、「健康を脅かす危険性の

ある生活習慣をみつけ、現在の健康状態につい

て自分で理解する心の動き」とする。

4）保健行動
　宗像の「健康のあらゆる段階にみられる、健

康保持、回復、増進を目的として人々が行うあ

らゆる行動」 （宗像， 1996）を参考に「健康保

持、回復、増進を目的として行うあらゆる行動」

とする。

２．研究デザイン

　質的記述的研究デザインを採用した。

３．データ収集期間

　2022年9月から2023年2月まで

４．研究参加者

　A県Ｂ市の市役所3部署および市内4施設にて

募集を行い、最終的に一般事務職男性8名（年

齢42〜 62歳、平均55.4±6.1歳）が参加した。

1）選定基準と除外基準
選定基準：

　・	A県B市に勤務する一般事務職の男性

　・	2019 〜 2021年度の健診結果が確認できる

者

　・	2021年度の健診で、空腹時血糖値が100

〜109 mg/dLまたはHbA1cが5.6〜5.9%

であった者

　なお、糖尿病診療ガイドライン2024では、

空腹時血糖値100 〜 109 mg/dLおよびHbA1c

が5.6 〜 5.9%が75 g経口ブドウ糖負荷試験の

検討対象とされている。本研究では、空腹時血

糖値を主要な評価指標とし、HbA1cは補助的に

用いた。HbA1cが6.0%であっても、空腹時血

糖値が選定基準内であった2名は対象に含めた。

除外基準：

　・	糖尿病と診断されている者

　・	糖尿病に対する薬物療法を受けている者

2）参加者募集の手順
　施設内に研究ポスターを掲示し、研究説明書、

面接申込書、返信用封筒を各部署に設置して周

知した。応募は郵送2名、電子メール7名の計9

名であった。いずれも選定基準を満たしていた

が、面談日程の調整ができなかった1名を除外

し、最終的に8名が参加した。面談時に書面で

同意を取得し、匿名性の確保についても説明し

た。

５．調査方法

　本研究では、半構造化面接による個別面接を

実施した。面接は対面形式で行い、1人あたり

の所要時間は約50分であった。面接内容は録音

し、発言を逐語録として文字に起こした。得ら

れた語りは、質的統合法（KJ法）に基づいて整

理・統合し、概念の構造化に用いた。なお、定

量的な健診結果と質的な語りのデータは、収集

段階から明確に区別して取り扱った。

1）健診結果の収集
　2019 〜 2021年度の健診結果から、以下の

項目を収集した：空腹時血糖値、HbA1c、血圧、
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BMI、 服薬状況（降圧薬、脂質異常症治療薬な

ど）。これらの数値の推移を確認することで、

参加者が自身の健康状態をどのように認識し、

行動に結びつけているかを把握する手がかりと

した。

2）質的データの収集
　面接では、事前に作成したインタビューガイド

に基づき、予防意識や保健行動に関する語りを聴

取した。主な質問項目は以下のとおりである：

　・	健診結果の数値に対する受け止め方と印象

　・	健診報告書に記載されたコメントの受け止

め方

　・	過去の健診結果の推移と、それに伴う心情

や行動の変化

　・	他の健診所見（血圧、脂質、BMIなど）や

服薬状況との関連

　・	現在の生活習慣（食事、運動、睡眠など）

とその背景

　・	健康に関する目標や意識していること

　これらの質問をとおして、参加者が自身の健

康状態をどのように捉え、どのような行動を選

択・実践しているのかを明らかにすることを目

的とした。

６．分析方法

　本研究では、山浦（2012）による質的統合法

（KJ法）を用いて、参加者の語りから予防意識

と保健行動に関する概念を構造化した。質的統

合法（KJ法）は、現象の実態と本質を構造的に

把握することにすぐれた質的分析手法であり、

看護現象の豊富な語りを整理・統合する際に有

効であるとされる（山浦，2012）。また、信用

可能性、明確性、確認可能性が保証された手法

である（正木，2008）。

1）個別分析
　面接の逐語録を精読し、発言を意味のまとま

りごとに切り出して、要点を短文で要約したカー

ド（以下、ラベル）を作成した。各ラベルには

識別番号を付し（例：D-014は事例Dの元ラベ

ル014番、C-A01は事例Cの1段階目の表札を

示す）、意味の近いラベルを2〜 3枚でひとつの

グループにまとめ、その内容を要約したカード

（以下、表札）を作成した。

　表札の下に該当するラベルを重ね、「まとめる

→要約する」操作を複数段にわたってくり返す

ことで、上位の概念を整理した。最終段階で得

られた表札群を「最終ラベル」とし、その関係

性は、質的統合法（KJ法）で用いる関係記号

（矢印など）と添え言葉（「それゆえに」「一方」

など）を使って関係性を構造化し、見取図とし

て可視化した。各最終ラベルには、語りに基づ

く具体的な事柄とその本質を組み合わせた【事

柄：エッセンス】の形式でシンボルマークを表

記した（山浦，2012）。

2）総合分析
　個別分析の完了後、各事例で得られた最終ラ

ベルをもとに総合分析を行った。抽象度が過度

に高くならないよう配慮し、個別分析で作成し

た表札のうち、最終ラベルから数えて二段階下

に位置する表札を抽出し、分析単位とした。

　抽出した表札は、個別分析と同様に意味の近

さに基づいてグループ化・分類・統合し、得ら

れたラベル群の関係性を関係記号および添え言

葉を用いて構造化した。作成した見取図をもと

に、語りの展開に沿った記述をまとめた。各最

終ラベルには、語りの内容と本質を表すシンボ

ルマークを付して整理した。総合分析で用いた

ラベルには、階層構造に応じて以下の命名規則

を適用した。

　・	元ラベル：個別分析で作成した表札のうち、

最終ラベルから数えて二段階下に位置する

表札）（例：H-A009は事例Hの1段階目の

009番のラベル）

　・	1段階目の表札：A+3桁数字（例：A062）

　・	2段階目の表札：B+3桁数字（例：B025）

　・	3段階目の表札：C+3桁数字（例：C007）

　・	4段階目の表札（最終ラベル）：D+3桁数字

（例：D002）

７．信頼性の確保

　研究者は質的統合法（KJ法）の研修会を受け

たうえで調査・分析を行った。分析過程では、

質的統合法（KJ法）の分析経験が豊富な研究者

から助言を受け、妥当性と一貫性を確保した。

８．倫理的配慮

　本研究は所属機関の倫理審査委員会の承認を

得て実施した（承認番号：2022−0089）。参

加者には研究目的、方法、匿名性保持、個人情

報の保護、自由意思による参加と途中辞退の保

障、研究成果の公表について書面と口頭で説明

し、同意を得た。取得したデータは厳重に管理

し、参加者の安全性と匿名性を確保した。
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Ⅲ．結　　果

１．研究参加者の概要

　本研究には、Ａ県Ｂ市に勤務する一般事務職の

男性8名が参加した。年齢は42〜62歳（平均

55.4±6.1歳） であり、 所属は市役所の3部署に

5名、 C事業所に3名であった。面接時間は37〜

62分 （平均49.1±8.6分） であった （表１）。

２．個別の語りにおける予防意識と保健行動

　参加者の語りから抽出されたラベルは1名あ

たり46 〜 115枚であり、質的統合法（KJ法）

の手順に沿って、複数回のグループ分けを経て

構造化した。以下に、個別分析で抽出された元

ラベルの主な特徴を示す。

　・	数値の意味づけにゆらぎがある：健診の数

値を「経過観察で問題ない」と受けとめる

語りが複数みられ、数値を自分のこととし

てとらえる意識が十分とは言えなかった

（例：H-A009、B-A012）。

　・	自己流の対処と選択的な管理：糖質制限や

運動などを自分なりに取り入れる語りがあ

り、実際に行動している様子も見られたが、

医療者の指導や科学的な根拠にそったもの

ではない場合が複数確認された（例：E-A 

014、D-A004）。

　・	体質や家系に基づく受け止め：高血圧や数

値の上昇を「家系の体質」として受け入れ、

薬による対応を中心に考える語りが認めら

れた（例：B-047、E-A009）。

　・	行動のばらつきがある：運動や食事の実践

は、気分・天気・職場のようすなどに左右

されることが多く、続ける力や計画性に課

題があることを示す語りが複数確認された

（例：D-A018、F-A021）。

　これらの語りは、最終ラベルおよびシンボル

マーク決定の手がかりとして用いた。

３．総合分析による予防意識と保健行動

　総合分析では、抽出された208枚の元ラベル

を、意味の近いものを統合しながら4回のグルー

プ分けを経て、208枚→94枚→32枚→14枚

→6枚へと整理した。最終的に得られた6枚の

最終ラベルはD001 〜 D005およびC001で構

成される（表２、図１参照）。表２および図１に

表１　参加者の特性と個別分析の概要

ID 年代
同　居）

既往歴（内服）

①空腹時血糖（mg/dL）
②HbA1c（%）
③BMI（kg/m2）

個別分析の要旨

A 50代前半
単身赴任
既往歴なし

①85/82/94
②5.6/5.6/5.5
③19.5

運動習慣があり，自己努力するが多忙で
継続困難を懸念

B 40代前半
同　居：父，母
既往歴：高血圧（内服中）

①100/98/102
②5.2/5.3/5.4
③25.3

遺伝・体質感が強く，他者支援不足で自
己管理に課題

C 60代前半
同　居：妻
既往歴なし

①103/105/102
②6.0/6.1/6.0
③24.0

健診値を確認する習慣はあるが，異常を
大きく問題視しない傾向

D 60代前半
同　居：妻，子
既往歴：脳梗塞（内服中）

①101/102/98
②5.9/5.9/5.7
③24.8

健診値の理解が不十分だが，発症を契機
に自己管理開始

E 50代前半
同　居：父，母，妻，子
既往歴：脂質異常症
　　　　（内服中）

①89/85/95
②5.7/5.6/5.6
③24.1

自己流の糖質制限を継続するが，間食の
管理が不十分

F 60代前半
同　居：妻，義母
既往歴：高血圧（内服中）

①97/97/98
②5.8/6.3/6.3
③24.9

生活環境の変化で改善の実感があり，歩
数増加の工夫を実施

G 50代前半 同　居：妻
既往歴なし

①98/97/100
②5.8/5.7/5.8
③22.4

健診で大きな問題はないとされるが，
行動は大きく変えないが運動習慣あり

H 50代後半
同　居：妻
既往歴なし

①103/98/97
②6.0/5.8/5.7
③24.8

家族を動機に行動を開始，間食習慣を抱
えつつ運動を試行

注：	空腹時血糖・HbA1cは2021/2020/2019年の順，BMIは2021年値を示す。表中の要旨は質的統合法（KJ
法）による最終ラベルの総合分析をまとめたものである。
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は各ラベルのシンボルマークを【事柄：エッセ

ンス】として示すが、本文では重複を避けるた

め【事柄】のみを列挙すると、D001【体質依

存の受け入れ】、D002【際どい健診結果のゆら

ぎ】、D003【体重管理の難しさ】、D004【変え

られない食習慣】、D005【気ままな運動習慣】、

C001【とぎれがちな生活活動】で構成されて

いた。これらは、健診数値の受けとめ方から自

己管理への意向、および生活行動への展開まで

の流れを示しており、保健行動の形成過程を理

解するうえで考察の出発点となる情報を含んで

いる。とくに、基準値から外れることへの不安

と、精密検査が不要であるという安心が同一人

物の中で同時に存在する様子は、「認識の揺らぎ」

として全体の関係性の中心に位置づけられ、他

のラベルとの関連を取り持つ役割を担っていた。

　以上のラベルの内容を踏まえ、参加者の語り

に含まれる考え方や行動の関係性を整理し、見

取図として図１に示した。図１は語りの内容同

士の関連を視覚的に表したものである。なお、

図中で用いたシンボルマークおよび代表的な元

ラベルは表２に示した。

表２　シンボルマークと代表的な元ラベル

シンボルマーク
（最終ラベル番号）

代表的な元ラベル（抜粋）

【変えられない食習慣：
家族の食事に合わせて
変えにくく，糖質制限
を自己流で行うことが
ある】（D004）

D-A004: 幼少期から注文商売の家庭で育ち，食事時間が不規則であり，現在も食事の
時間が一定ではなく，家族全員が早食いの習慣がある。

E-A014: 肥満傾向や脂肪肝を指摘されて以降，自己流で夕食の糖質を控えており，そ
の制限を約 10 年続けている。

B-A016: 家では毎日朝と夜に果物が出され，食べたいからではなく，食事の一部とし
て出されるので自然に食べている。

【体質依存の受け入れ：
遺伝や体質を原因とと
らえ，内服薬に頼る傾
向がある】（D001）

B-047: 高血圧は家系の体質であり，家族全体が血圧が高いと認識しており，仕方な
いと受け止めている。

F-A018: 普段は血圧が安定しているが，健診時の高値を「エラーのようだ」と受け止め，
一時的なものと考えている。

E-A009:40 代からコレステロール薬を継続服用しており，薬が増えることに抵抗を感
じているものの，現状は内服でコントロールされていると認識している。

【際どい健診結果のゆら
ぎ：基準から外れるこ
とへの不安と，精密検
査が不要という安心が
同時に存在している】
（D002)

B-A012: 数値が多少高くても「観察で十分」とし，精密検査が必要になるまでは深く
考えないようにしている。

H-A009: 空腹時血糖が 100 を超えたことは確認しているが，特に意識せず行動変容に
は至っていない。

D-A003: 健診結果の見方が分からず，HbA1c について医師から説明がかかったため特
に対応せず普段通りの生活を続けている。

【体重管理の難しさ：体
重の増加を自覚しながら
も，間食の好みが強く，
コントロールが難しい】
（D003）

B-A022: 高校時代から肥満傾向があり，血圧や血糖値への影響を自覚しており，5 〜
6kg の減量希望がある。

B-A021: 甘い物をやめたい気持ちはあるが，健康状態に不安がないため自発的にはや
められず，究極に追い込まれない行動に移せないと感じている。

F-A025: 食事に満足できない時や口寂しい時に間食してしまい，ストレスを避けなが
ら抑えているが体重が戻ることがある。

【気ままな運動習慣：天
気や気分に合わせて運動
する】（D005）

D-A018: 歩行はレクリエーションとして行っており，天気の良い日だけでも週 1 〜 2
回できれば良いと考え，天気の悪い日はやる気が出ない。

E-A004: 一人では運動を継続できないが，チームで取り組むと仲間への責任感が生ま
れて継続でき，賞品などの報酬も動機づけになっている。

B-B008: 自分が無理なくできそうな回数と時間で，遊び感覚で身体を動かすように工
夫して続けている。

【とぎれがちな生活活動：
勤務中に身体を動かす機
会はあるが，日常的な継
続にはつながっていな
い】（C001）

E-A015: 勤務中の 9 割は自席にいるが，昼休みに歩く同僚はいるものの自分にはそこ
までの意識はなく，やろうと思えばできると感じている。

C-B005: 仕事は 1日約 6時間のデスクワークで，通勤は現在車で 3〜 4分。以前は徒
歩通勤していたが，急な呼び出しがあるため車通勤に戻し，妻から徒歩通勤を勧めら
れているが実行していない。

F-A021: 勤務中は以前は階段を使っていたが膝を痛めてから控えており，スマホの通
知で 2時間ごとに立ち上がるようにしている。
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Ⅳ．考　　察

　本研究では、健診数値を自分のこととして受

け止めることが、リスク認識につながり、自己

管理への意欲を形成する流れが確認された。こ

の認識の流れは、行動化に影響する重要な要因

であることが語りから明らかとなった。こうし

た認識が十分に形成されない場合、健診結果を

「経過観察で問題ない」と受け流したり、日常の

一部として捉えたりする傾向がみられ、行動変

容にはつながりにくいことも語りから示された。

とくに、数値に対する不安と安心が同時に存在

する状態は、認識の揺らぎとして表れ、行動へ

の意欲や実行に影響していた。

１．認識の揺らぎを中心とした構造の意味

　図１は、健診結果が基準値をわずかに超えた

ことによる不安と、精密検査の案内がなかった

ことによる安心感が、同一人物の中に同時に存

在する状態を中心にとらえた概念モデルである。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C001 勤務時間中に朝からの歩数

を確認し，時間管理アプリなどを活

用して身体を動かす目安としてい

るが，活動量はその日によって差が

ある． 

それゆえに 

共通し 

図 1 空腹時血糖が正常高値を示す男性事務職者における予防意識と保健行動の構造 

D005 散歩やウォーキングは，そ

の日の気分や天候によって決めて

いるため，計画的な運動習慣とし

て取り組んでいるわけではない． 

D004 現在の食習慣は子どもの

頃からの家族食に基づき個別に

変えることは難しいが，体重減少

のために自己流の糖質制限を試

みる． 

D003 甘い物を食べても食べなくて

も，今の健康状態に不安は感じていな

いので，口寂しい時や食事に満足でき

ない時に無意識に食べることが習慣

化している． 

D002 健診結果は普段の生活をその

まま反映していると考えているが，こ

れまでに保健指導を受けたことや医

師から注意を促されたことはなく，健

診結果の見方や数値が表す意味が分

からなくても，生活に不都合を感じる

ことはない． 

D001 高血圧症は遺伝体質であ

ることを受け入れ，内服薬による

管理が最も有効であると考え，そ

の方法に重きを置く． 

一方 

【体質依存の受け入れ：遺伝や体質を
　原因ととらえ，内服薬に頼る傾向が
　ある】 

【変えられない食習慣：家族の食事
　に合わせて変えにくく，糖質制限
　を自己流で行うことがある】 

【際どい健診結果のゆらぎ：基準から外
　れることへの不安と，精密検査が不要

　という安心が同時に存在している】 

【体重管理の難しさ：体重の増加を自覚
　しながらも，間食の好みが強く，コン
　トロールが難しい】  

【気ままな運動習慣：天気や気分に合
　わせて運動する】 

【とぎれがちな生活活動：勤務中に身
　体を動かす機会はあるが，日常的な
　継続にはつながっていない】 

 図注）	図1は，正常高値者の語りから抽出された予防意識と保健行動に関する概念群を，質的統合法（KJ法）に基づ
いて構造化したものである。各ラベルにはシンボルマークを付与し，語りの流れと意味のまとまりを反映してい
る。矢印の記号は物事が起こる流れ（それゆえに）を，横に倒したY字をつなげた記号は反対の関係（一方）
を，三角形を向き合わせた記号は両サイドが対称をなす関係（共通し）を，波及の記号は波紋が周囲に広がるよ
うなイメージで影響を与える関係（影響し）を示す。

図１　空腹時血糖が正常高値を示す男性事務職者における予防意識と保健行動の構造
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このような認識の揺らぎが、自己管理への意識

や行動にどのように広がっていくかを構造的に

示している。

　たとえば、「体質だから仕方ない」と考えて薬

に頼る姿勢は、個人の内面的な反応の一例であ

り、家庭の食事に合わせて自己流で糖質制限を

行う行動は、外的な要因に応じた対応と位置づ

けられる。これらの志向は、体重管理の難しさ

を自覚することを通じて、気分や天候に左右さ

れる運動習慣や、継続しにくい生活活動といっ

た行動パターンにつながる傾向がみられた。

　この図は、参加者の語りに基づいて構造化し

たものであり、因果関係を断定するものではな

い。図中の矢印は、各概念の間に見られた関連

性を示しており、健診数値の理解を支援するこ

と、行動の実行を妨げない環境を整えること、

医療者による明確な指示を提供することなどが、

介入の有効な方向性として示されていた。

２．予防意識の特徴

　健診数値をどのように意味づけ、どのような

感情を抱くかという受けとめ方の違いは、予防

意識の形成に影響していた。表２の元ラベル（B-

A012，H-A009，D-A003）では、数値の意味

が十分に理解されておらず、危機感が生じにく

い傾向がみられた。B-A012では、検査値が正

常高値とされ、経過観察の対象となっていたが、

医療者からの明確な指示がない限り、参加者は

危機感を抱きにくかった。D-A003は、結果の

意味を理解する力や医師の説明が不足していた

ことを示しており、H-A009では、数値の境界

を認識していても、それが行動の変化には結び

ついていなかった。

　これらの元ラベルは、図１で示した「認識の

揺らぎ」と整合しており、特に基準値の上限付

近に位置する数値では、医療者からの説明や診

断名の提示といった外部からの手がかりが得ら

れない場合、参加者自身がその数値の意味を判

断しにくく、結果として数値に対するリスク認

識が弱まり、危機感が生じにくくなることが示

されていた。村上ら（2009）は、診断の確定が

自己管理行動の取り組みに影響することを報告

しており、本研究の結果はこの知見と一致して

いた。

　本研究の参加者は、健診で基準値の上限付近

の数値を示していたものの、糖尿病などの明確

な診断には至っていない状態であった。こうし

た診断未満の対象者の予防意識の特徴を理解す

るためには、糖尿病と診断された人や、生活習

慣病の予備群とされる高血圧境界者との比較が

有用である。佐藤ら（2022）は、糖尿病者は疾

患管理の必要性が明確であるため行動を維持し

やすい一方で、診断に至っていない対象者では、

予防的関心にもとづいて行動を開始しても継続

が難しい傾向があることを報告している。また、

稲垣ら（2022）は、糖尿病者の食事・運動行動

が自己効力感や自律的動機によって支えられて

いることを示しており、本研究の参加者におい

ては、こうした内発的動機の形成が十分でない

可能性がある。さらに、高血圧予備群を対象と

した研究では、行動の継続には「納得感」や「生

活への落とし込み」が重要であるとされており

（人間ドック学会，2009）、本研究で確認された

数値の意味の理解が不十分であったことや生活

環境による制約といった阻害要因とも共通する

視点が示されていた。

　これらの知見をふまえると、健診で基準値の

上限に近い数値を示していたものの診断には

至っていない対象者に対しては、数値の意味を

理解し、それを自身の健康課題として捉えられ

るよう促す支援が重要である。あわせて、食事

や運動をはじめとする予防的な生活行動が、日

常生活の中で無理なく続けられるよう、個々の

生活状況に応じた柔軟な支援の工夫が求められ

る。

３．保健行動形成の阻害因子と促進因子

　保健行動の形成に影響する要因について、阻

害要因と促進要因の両面から検討を行い、以下

のような特徴が抽出された。

　まず、健診で示された数値について、その意

味が十分に理解されていない場合、行動に移そ

うとする意思が形成されにくく、生活習慣の改

善にはつながらない傾向がみられた（B-A012、

D-A003）。次に、行動意欲はあるものの、職場

環境や生活リズムの制約により、実行には結び

ついていない状況が確認された（E-A015）。さ

らに、気分や習慣といった個人的な要因が、行

動の継続を妨げる要因として働いていた（B-

A022、F-A025）。D-A018では、気分や天候

によって行動の頻度が変わる傾向がみられ、継

続的な実践を支えるには、外部からの支援と生
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活基盤の安定が必要であることが明らかとなっ

た。一方、行動を促進する要因としては、家族

や職場からの働きかけに加え、景品や報酬が得

られる仕組みの存在も確認された。これらの要

素は、行動の意思を実際の取り組みへとつなげ

る外的な働きかけとして機能していた。

　このような結果から、保健行動を支援するに

は、 健診結果の理解を助ける認知的な支援と、 生

活習慣の改善に向けた行動を実行に移すまでの

支援の流れや環境条件の整備を組み合わせるこ

とが有効であると考えられる。たとえば、 Teach-

Back法（Yen et al., 2019）による双方向の説

明を導入することで、健診受診者が数値の意味

を把握しやすくなり、行動への動機づけにつな

がる可能性がある。さらに、職場内で保健指導

の導線を明確にし、簡易な予約制度を整えるこ

とで、生活習慣の改善に向けた行動を実際に始

めやすくなる。また、家庭環境やこれまでの食

習慣によって行動の選択が左右されることを考

慮すると、画一的な支援では対応が難しい場面

もある。そのため、個々の生活状況に応じた柔

軟な支援の工夫が求められる （横山　他，2020；

林　他，2014）。

　本研究の対象者は、健診において基準値の上

限に近い数値を示していたものの、糖尿病の診

断には至っていない者であり、糖尿病と診断さ

れた人とは保健行動の形成過程が異なる。糖尿

病者は疾患管理の必要性が明確であるため、自

己効力感や自律的動機によって行動が維持され

やすいが（稲垣　他，2023）、糖尿病と診断され

ていない段階にある者では、数値の意味を理解

し、それを自身の健康課題として認識すること

が、生活習慣の改善に向けた行動の出発点とな

る（人間ドック学会，2009）。そのため、こう

した対象者への支援では、生活を基盤とした気

づきの支援や、行動の実行に至るまでの支援の

流れを整えることが有効である（厚生労働省，

2021）。三浦（2019）は、健診で糖尿病の可能

性を指摘された対象者に対する質的研究におい

て、行動の実行を促す要因として職場からの勧

奨や健診結果の自己評価を、抑制要因として数

値の意味の理解不足や行動への抵抗感を挙げて

いる。これらの知見は、本研究で確認された保

健行動の阻害・促進要因と整合しており、診断

未満の対象者に対する支援では、数値の意味づ

けを助ける働きかけや、行動への心理的・環境

的な負担を軽減する工夫が求められる。

４．看護実践への示唆

　本研究では、健診結果に対する理解の程度や

職場環境、個人の気分や習慣といった要因が、

生活習慣の改善に向けた取り組みに影響を与え

ていることが明らかとなった。これらの知見を

ふまえ、健診後の保健行動の支援においては、

以下のような看護実践が求められる。

　まず、健診結果の数値が行動に結びつくため

には、参加者自身がその意味を理解し、納得で

きることが重要である。保健指導の場では、数

値の内容を一方的に伝えるのではなく、参加者

が自分の言葉で説明を再現する機会を設けるこ

とで、 理解を深めることができる。Teach-Back

法はそのような対話的な説明手法として有効で

あり、短時間の保健指導（10〜 15分程度）に

も導入可能である（Yen et al., 2019）。

　次に、行動への意思があっても、職場の忙し

さや保健指導の申込・予約などの手続きが煩雑

である場合、実行に至らないことがある。健診

当日に保健指導を受けられるような流れを整え

るか、または簡単に予約できる仕組みを導入す

ることで、保健指導までの負担を軽減し、生活

習慣の改善に向けた取り組みを始めやすくする

ことができる（八木ヶ谷　他，2022）。また、生

活の中で行動を続けていくには、参加者の生活

リズムや心理的な負担に寄り添う柔軟な支援が

重要である。一貫した行動を求めるのではなく、

「できる時に、できることを」支える関わり方が、

実際の行動につながり、継続されやすい支援と

なる。特に、一般事務職に多い長時間の座位や

勤務中の活動制限に配慮し、隙間時間を活用し

た運動の提案や、職場内で実践可能な目標の提

示など、具体的な介入が有効である。

　さらに、行動の継続には、参加者自身の工夫

や小さな成功体験を尊重し、それを支援の出発

点とする関わりが重要である。自己効力感を高

める支援を通じて、参加者が自分に合った方法

で行動を選び、それを日常生活の中で無理なく

続けていく力を育むことが可能となる（梶山  他，

2000；Glanz et al., 2002）。支援の場につい

ても、医療機関に限定せず、職場や地域のコミュ

ニティセンターなど、日常生活に近い場での継

続的な支援体制の構築が求められる。たとえば、
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糖尿病の予防を目的としたワークショップやセ

ミナーの開催、健康に関する情報を共有するサ

ポートグループの設立など、日常的に健康相談

が可能な仕組みづくりが今後の課題である。

　これらの看護実践は、健診結果の理解から行

動の実行、継続までを支える一連の支援として

位置づけられ、生活の揺らぎを前提とした柔軟

かつ個別性の高い支援のあり方を示している。

今後の生活習慣病予防支援においては、こうし

た視点を取り入れた看護の展開が期待される。

５．研究の限界

　本研究は、空腹時血糖が正常高値と判定され

た40〜 64歳の一般事務に従事する男性を対象

とした質的研究であり、サンプリングの属性が

限定されていることから、 結果の一般化には慎

重な解釈が求められる。また、 質的統合法 （KJ

法） を用いて語りの構造化を主目的としたため、

健診指標の数値的変化と保健行動との関連を時

系列で検証する設計には至っていない。実際、

参加者の健診記録に基づき、一部の対象者で数

値の改善が観察されたが、その背景や行動との

関連については十分に分析できていない。今後

は、代表的な語りの定量的な整理に加え、縦断

的なデータの収集や個別の分析を通じて、行動

変容の過程や因果関係をより明確にする研究の

蓄積が望まれる。

Ⅴ．結　　論

　本研究では、空腹時血糖が正常高値と判定さ

れた一般事務に従事する男性を対象に、半構造

化面接による語りをもとに、健診数値の「自分

事化」と保健行動との関係について質的に検討

した。分析の結果、「認識の揺らぎ」が数値の自

分事化を阻害し、意図の形成から具体的な行動

への展開を妨げる傾向が示された。これらの知

見は、予防支援において自分事化の程度を評価

し、それを促進することが、看護介入の出発点

となり得る可能性を示している。

　今後は、こうした知見をふまえ、より実践的

な支援方法の構築とその有効性の検証を通じて、

慢性疾患予防に資する看護支援の充実を図るこ

とが重要である。

　〈謝辞〉本研究にご協力いただきました参加者

の皆様、ならびに協力施設の責任者の皆様に厚
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要　　旨
　目的：本研究は、認定看護師が医師から看護師へタスク・シフト／シェアできると考える特定行為（以
下行為とする）を明らかにする。

　方法：日本看護協会に登録されているＡ県内の認定看護師を対象とし、38行為について、医師から看

護師へのタスク・シフト／シェアできる行為に関する認識調査をWeb上で実施した。
　結果：回収数は235名（回収率22.7%）であった。対象者の看護師経験年数は21～ 30年が55.8%、

就業場所は病院が91.1%、施設規模は500 ～ 600床未満18.7%、800床以上が14.5%であった。医師

から看護師へタスク・シフト／シェアができるとの回答が多かった行為は【脱水症状に対する輸液による
補正】（n=187, 81.0%）、【褥瘡又は慢性創傷の治癒における血流のない壊死組織の除去】（n=185, 

79.4%）、【持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整】（n=164, 70.1%）、【創傷に対する陰圧閉鎖療

法】（n=163, 71.2%）であった。タスク・シフト／シェアできないとの回答が多かった行為は【心嚢ド
レーン抜去】（n=181, 79%）を含む循環器関連の5行為であった。

　結論：認定看護師がタスク・シフト／シェアできると考える行為は、認定看護師教育のB課程に含まれ
る2行為と、皮膚・排泄ケア認定看護師が特定行為研修開始以前より医師の直接指示で実施してきた2行

為であった。

Ⅰ．緒　　言

　特定行為（以下、行為とする）に係る看護師

の研修制度は、団塊の世代が後期高齢者になる

2025年に向けて、在宅医療の推進を図るため

に、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医

師または歯科医師の判断を待たずに、手順書に

より一定の診療の補助を行う看護師を養成し確

保していく必要がある（厚生労働省，2014）と

して、2015年10月に厚生労働省の認可を受け

た指定研修機関での教育を開始した。2025年

までに10万人を目指していたが2024年9月の

時点で研修修了生は11,441名と、やっと1割に

達した現状である（厚生労働省，2025）。そこ

で厚生労働省は地域医療の推進のため、特定行

為研修修了者の養成を増加するために特定行為

研修の時間数の削減などの議論を開始した（厚

生労働省， 2018）。しかし、2024年から開始さ

れる「医師の働き方改革のためのタスク・シフ

ト／シェアの推進」についても現場は取り組ま

なくてはならない現状となった。

　看護師の特定行為研修制度は、厚生労働省が

看護師全体のレベルアップ、特に「在宅医療の
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推進」を目指す目的で開始された。日本看護協

会も看護師がさらにその役割を発揮できるよう、

本制度を活用していくことが重要だと考え、制

度の周知及び活用を推進していた。しかしなが

ら、2017年から議論が開始された「医師の働

き方改革に関する検討会」（厚生労働省，2019）

では、特定行為研修を推進してタスク・シフト

を推進しようという考えもあり、日本看護協会

が考えた看護師の役割発揮の拡大という目的と、

医師の働き方改革するための看護師へのタス

ク・シフト／シェアする目的が混在することと

なった。つまり、特定行為研修により高度実践

能力の向上につながるという面と、医師の代行

業務が増えるという一面もあり、業務が煩雑と

なった。以上のように、特定行為研修は「在宅

医療の推進」のために開始されているが、現場

では医師の働き方改革に合わせたタスク・シフ

ト／シェアの推進が推し進められる傾向にあり、

看護師側と病院側での特定行為研修のとらえ方

が違うのではないかと考えた。

　今までに、厚生労働省による特定行為研修修

了者への調査は行われており、修了者の47.1%

が認定看護師資格を取得していると報告してい

る（厚生労働省， 2022a）。さらにこの報告では、

31.6%の修了者が、過去1年間における就業先

での特定行為の実施ができていないと回答し、

その理由として52.8%が就業先に活動できるよ

うな体制がないと回答している。そこで、様々

な看護領域で行為を活用することで看護の専門

性を高め実践する看護師の役割モデルとなる認

定看護師は、特定行為をどのように考えている

のか、認定看護師が考える医師から看護師にシ

フトできる行為を明らかにすることが必要では

ないかと考えた。これらの調査結果から、どの

ように業務整理をすることがタスク・シフト／

シェアにつながるのかが明らかになり、医師か

ら看護師へとタスク・シフト／シェアされた行

為を含めた業務整理が推進され、現場の混乱も

解消されるのではないかと考えた。現場の業務

整理の推進、混乱解消などが促進されることで、

時間的・人的余裕ができ、さらには認定看護師

ができると考える特定行為研修への受講を勧め

ることが可能となるのではないかと考えた。

　約130万人の看護師が就業している中で、最

前線で約2万人のスペシャリストの認定看護師

が活躍している（日本看護協会，2022）。日本

看護協会は、専門性を高め実践する看護師の役

割モデルに近い存在として認定看護師への特定

行為研修を勧めていた。しかしながら認定看護

師の受講は増えていない。本調査により、どの

分野の認定看護師が特定行為研修を受講するこ

とが必要なのか、また、特定行為研修の対象で

あるジェネラリスト看護師がどの行為を受講す

るべきかが明確になり、特定行為研修に参加し、

学習し現場で活躍することで行為のスペシャリ

ストが増える。各施設の機能を考えた看護師を

確保することで、現場のタスク・シフト／シェ

アの推進が確実なものになるのではないかと考

える。

Ⅱ．目　　的

　認定看護師が考える現場でタスク・シフト／

シェアできる行為を明らかにする。

Ⅲ．方　　法

１．研究デザイン

　量的記述的研究

２．対　　象

　日本看護協会に登録されているＡ県在住の全

分野の認定看護師1056名（2022年7月確認）

のうち調査協力の同意を得られた認定看護師

1033名（204施設）である。

３．調査期間

　2023年7月24日～ 8月25日

４．調査方法

　日本看護協会に登録されているＡ県の各施設

長・看護部長宛てに依頼文、説明文を送付した。

調査協力の同意を得られた施設長・看護部長か

ら認定看護師へ、調査票のQRコードの印刷さ

れた説明文の配布を依頼した。同意の得られた

認定看護師にQRコードから調査に回答を求め

た。

５．調査内容

1 ）	対象者の属性として、「看護師経験年数」「勤

務形態」「就業場所」「施設規模」「認定看護

師分野」「認定看護師経験年数」「特定行為

研修受講の有無」「特定行為研修受講希望の

有無」とした。

2 ）	医師から看護師へタスク・シフト／シェア

できると考える行為については、厚生労働
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省、特定行為に係る看護師の研修制度、特

定行為区分とは （厚生労働省HP） より、「特

定行為」38項目について、「非常にそう思

う」「そう思う」「あまり思わない」「全く思

わない」の4段階で評価を求めた。

６．分析方法

1 ）	対象者の属性については、各項目で記述統

計を行った。

2 ）	認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為については記述統計を行っ

た。

3 ）	施設規模により病床機能も異なるため、認

定看護師が考える医師からタスク・シフト

／シェアできる行為が異なるのではないか

と考え、施設規模については500床未満

（100施設）を中小規模、500床以上（129

施設） を大規模とし、 2群間の比較を、χ 2検

定で行った（p<0.05）。

７．倫理的配慮

　本研究の実施に先立ち研究内容について人間

環境大学研究倫理審査委員会の承認を得た。（承

認番号：2023N-001）。

　本研究の参加者には調査の趣旨について説明

し、調査結果が研究報告されることを事前に通

知し同意を得てWeb回答を行ってもらった。

Ⅳ．結　　果

　1．対象者の属性

　回収数は235名で回収率は22.7%であった。

　回答者の看護師経験年数は21～30年がn=  

131（55.8%）と多く、次いで11～20年の

n=70（29.8%）であった。勤務形態は常勤が

n=229 （97.4%） と一番多かった。就業場所は

病院がn=214 （91.1%） と多かった。施設規模

は600床未満がn=44（18.7%）と一番多く、

次いで800床以上がn=34（14.5%）であった。

回答の得られた認定分野の内訳については皮

膚・排泄ケア認定看護師が一番多くn=30（12.8 

%）で、次いで摂食・嚥下障害看護認定看護師

のn=28（11.9%）であった。認定看護師経験

年数は平均8.53±5.13年であった。特定行為

研修受講の有無についてはB課程修了がn=56

（23.8%）と一番多かった。特定行為研修受講

希望の有無については受講したくないがn=125

（53.2%）と多かった。（表１）

　2．認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為についての全体結果を以下にま

とめる。（表２）

　「非常に思う」「思う」を合わせて70%を超え

ていたのは4行為で、【脱水症状に対する輸液に

よる補正】n=187（81.0%）、【褥瘡又は慢性創

傷の治療における血流のない壊死組織の除去】

n=185 （79.4%）、 【持続点滴中の高カロリー輸液

の投与量の調整】 n=164 （70.1%）、 【創傷に対

する陰圧閉鎖療法】 n=163 （71.2%） であった。

　30%以下であった行為は5行為で、【一時的

ペースメーカの操作及び管理】n=61（26.5%）、

【一時的ペースメーカリードの抜去】n=67

（29.1%）、【経皮的人工心肺補助装置の操作及

び管理】 n=41 （18.0%）、 【大動脈内バルーンパ

ンピングからの離脱を行うときの補助頻度の調

整】n=51（22.3%）、【心嚢ドレーン抜去】n=  

48 （21.0%） であった。

　3．施設規模による認定看護師が考えるタス

ク・シフト／シェアできる行為の比較は2行為

であった。【心嚢ドレーン抜去】は、大規模病院

において 「思う」 と答えたのがn=34 （27%） と

小規模病院に比べ有意に多かった（p =0.013）。

【腹腔ドレーン抜去】も大規模病院が「思う」が

n=63（49.6%）と有意に多かった（p =0.01）。

（表３）

Ⅳ．考　　察

　日本看護協会に登録しているＡ県の認定看護

師、204施設の認定看護師1033名を対象に、

Web調査を行った。回収数は235名で、回収率

は22.7%であった。回収率が低かった理由とし

ては、調査時期に、コロナ感染症が5類に引き

下げられ、コロナ病床の確保もなくなり、閉鎖

していた病棟の再開などで人員に余裕がない背

景があると考える。また、制度開始前に日本看

護協会が認定看護師を対象に行った調査（日本

看護協会，2015）においても回収率が15.8%

と低かったことから、特定行為そのものに関心

が低いことも考えられ、回収率の低さは限界で

あると考える。

１．対象者の属性

　看護師経験年数は21～ 30年が半数以上を占

めており、かつ、認定看護師経験年数は平均

8.53±5.13年である。これは、認定看護師と
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表１　対象者の属性

n %

看護師経験年数 5年以内 001 00.4
（n=235） 5〜 10年 001 00.4

11 〜 20年 070 29.8
21 〜 30年 131 55.8
31年以上 032 13.6

勤務形態 常勤 229 97.4
（n=235） ⾮非常勤 004 01.7

パート 002 00.9

就業場所 病院 214 91.1
（n=235） 診療所 004 01.7

訪問看護ステーション 010 04.3
介護福祉施設 002 00.9
教育関係 005 02.1

施設規模 100床未満 009 03.8
（n=235） 200床未満 027 11.5

300床未満 025 10.6
400床未満 020 08.5
500床未満 019 08.1
600床未満 044 18.7
700床未満 041 17.4
800床未満 010 04.3
800床以上 034 14.5
その他（教育関係・介護福祉施設） 006 02.6

認定看護師分野 皮膚・排泄ケア 030 12.8
（n=235） 摂食・嚥下障害看護 028 11.9

感染管理 021 08.9
がん性疼痛看護 019 08.1
認知症看護 018 07.7
緩和ケア 016 06.8
訪問看護 015 06.4
がん化学療法看護 014 060.
救急看護 010 04.3
脳卒中リハビリテーション看護 009 03.8
集中ケア 008 03.4
手術看護 008 03.4
慢性心不全看護 006 02.6
糖尿病看護 006 02.6
慢性呼吸器疾患看護 006 02.6
がん放射線療法看護 005 02.1
クリティカルケア 005 02.1
透析看護 004 01.7
乳がん看護 004 01.7
新生児集中ケア 002 00.9
小児プライマリケア 001 00.4

認定看護師経験年数平均 8.53±5.13（年）

特定行為研修受講の有無 受講修了 030 12.7
（n=235） 受講中 008 03.4

受講予定 029 12.3
B課程修了 056 23.8
無回答 112 47.7

特定行為研修受講希望の有無 受講したい 082 34.9
（n=235） 受講したくない 125 53.2

無回答 028 11.9



	 日本のＡ県における認定看護師が考えるタスク・シフト／シェアできる特定行為	 15

日本看護医療学会雑誌　J. Jpn. Soc. Nurs. Health Care, Vol. 28, No. 1, 2026

表２　認定看護師がタスク・シフト/シェアできると考える特定行為

特定行為 n
非常に思う 思う 思わない 全く思わない

n (%) n (%) n (%) n (%)

［経口用または経鼻用気管チューブの位置調整］ 234 44 (19) 111 (47) 057 (24) 22 0(9)

［侵襲的陽圧換気の設定変更］ 230 25 (11) 071 (31) 104 (45) 30 (13)

［非侵襲的陽圧換気の設定変更］ 228 29 (13) 111 (49) 061 (27) 27 (12)

［人工呼吸器管理下の鎮静薬の投与量調整］ 231 24 (10) 075 (32) 092 (40) 40 (17)

［人工呼吸器からの離脱］ 230 23 (10) 070 (30) 099 (43) 38 (17)

［気管カニューレの交換］ 229 33 (14) 097 (42) 065 (28) 34 (15)

［一時的ペースメーカの操作及び管理］ 230 11 0(5) 050 (22) 118 (51) 51 (22)

［一時的ペースメーカリードの抜去］ 230 13 0(6) 054 (23) 105 (46) 58 (25)

［経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理］ 228 07 0(3) 034 (15) 118 (52) 69 (30)

［大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの
補助の頻度の調整］

229 060 (3) 045 (20) 115 (50) 63 (28)

［心嚢ドレーン抜去］ 229 06 0(3) 042 (18) 118 (52) 63 (28)

［低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び変更］ 228 21 0(9) 080 (35) 086 (38) 41 (18)

［胸腔ドレーン抜去］ 230 16 0(7) 056 (24) 108 (47) 50 (22)

［腹腔ドレーン抜去（腹腔内留置針の抜針含む）］ 231 23 (10) 074 (32) 089 (39) 45 (19)

［胃ろうカテーテル、腸ろうカテーテル、胃ろうボタン
の交換］

231 33 (14) 089 (39) 076 (33) 33 (14)

［膀胱瘻カテーテル交換］ 230 35 (15) 080 (35) 082 (36) 33 (14)

［中心静脈カテーテル抜去］ 231 44 (19) 101 (44) 063 (27) 23 (10)

［末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿⼊入］ 230 30 (13) 083 (36) 088 (38) 29 (13)

［褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織
の除去］

233 72 (31) 113 (48) 036 (15) 12 0(5)

［創傷に対する陰圧閉鎖療法］ 229 67 (29) 096 (42) 051 (22) 15 0(7)

［創部ドレーン抜去］ 229 46 (20) 097 (42) 064 (28) 22 (10)

［直接動脈穿刺による採血］ 230 51 (22) 077 (33) 073 (32) 29 (13)

［橈骨動脈ライン確保］ 231 38 (16) 072 (31) 082 (35) 39 (17)

［急性血液浄化療法における血液透析器、血液透析濾過
器の操作・管理］

228 13 0(6) 076 (33) 097 (43) 42 (18)

［持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調節］ 234 56 (24) 108 (46) 042 (18) 28 (12)

［脱水症状に対する輸液による補正］ 231 61 (26) 126 (55) 025 (11) 19 0(8)

［感染兆候にある者に対する薬剤の臨時投与］ 231 24 (10) 085 (37) 092 (40) 30 (13)

［インスリンの投与量調整］ 228 28 (12) 087 (38) 085 (37) 28 (12)

［硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量調整］ 228 20 0(9) 087 (38) 087 (38) 34 (15)

［持続点滴中のカテコラミン投与量調整］ 230 18 0(8) 069 (30) 108 (47) 35 (15)

［持続点滴中のナトリウム、カリウム、クロールの投与
量の調整］

230 21 0(9) 083 (36) 096 (42) 30 (13)

［持続点滴中の降圧剤の投与量の調整］ 227 26 (11) 085 (37) 086 (38) 30 (13)

［持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整］ 228 27 (12) 105 (46) 070 (31) 26 (11)

［持続点滴中の利尿剤の投与量の調整］ 228 24 (11) 080 (35) 095 (42) 29 (13)

［抗けいれん薬の臨時投与］ 231 24 (10) 082 (35) 092 (40) 33 (14)

［抗精神薬の臨時投与］ 231 28 (12) 084 (36) 087 (38) 32 (14)

［抗不安薬の臨時投与］ 230 30 (13) 093 (40) 076 (33) 31 (13)

［抗がん剤その他の薬剤が血液外漏出した時のステロイ
ド薬の局所注射及び投与量の調整］

232 26 (11) 089 (38) 085 (37) 32 (14)
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表３　施設規模による認定看護師がタスク・シフト/シェアできると考える特定行為の比較

特定行為 n

大規模 中小規模

p値 φ係数思う 思わない 思う 思わない

n（%） n（%） n（%） n（%）

［経口用または経鼻用気管チューブの位置調整］ 234 86 (66.7) 43 (33.3) 69 (65.7) 36 (34.3) 0.878 ─0.010

［侵襲的陽圧換気の設定変更］ 230 57 (45.2) 69 (54.8) 39 (37.5) 66 (62.5) 0.236 ─0.078

［非侵襲的陽圧換気の設定変更］ 228 80 (63.5) 46 (36.5) 60 (58.8) 42 (41.2) 0.472 ─0.048

［人工呼吸器管理下の鎮静薬の投与量調整］ 231 55 (43.3) 72 (56.7) 44 (42.3) 60 (57.7) 0.879 ─0.010

［人工呼吸器からの離脱］ 230 51 (40.2) 78 (59.8) 42 (40.8) 61 (59.2) 0.924 0.006

［気管カニューレの交換］ 229 71 (56.8) 54 (43.2) 59 (56.7) 45 (43.3) 0.992 ─0.001

［一時的ペースメーカの操作及び管理］ 230 37 (29.4) 89 (70.6) 24 (23.1) 80 (76.9) 0.282 ─0.071

［一時的ペースメーカリードの抜去］ 230 40 (31.7) 86 (68.3) 27 (26.0) 77 (74.0) 0.337 ─0.063

［経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理］ 228 27 (21.6) 98 (78.4) 14 (13.6) 88 (86.4) 0.177 ─0.104

［大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの
補助の頻度の調整］

229 30 (24.0) 95 (76.0) 21 (20.2) 83 (79.8) 0.490 ─0.046

［心嚢ドレーン抜去］ 229 34 (27.0) 92 (73.0) 14 (13.6) 89 (86.4) *0.013* ─0.164

［低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び変更］ 228 57 (46.0) 67 (54.0) 44 (42.3) 60 (57.7) 0.579 ─0.037

［胸腔ドレーン抜去］ 231 44 (34.9) 82 (65.1) 28 (26.9) 76 (73.1) 0.100 ─0.086

［腹腔ドレーン抜去（腹腔内留置針の抜針含む）］ 231 63 (49.5) 64 (50.4) 34 (32.7) 70 (67.3) *0.01*0 ─0.171

［胃ろうカテーテル、腸ろうカテーテル、胃ろうボタン
の交換］

231 65 (51.2) 62 (48.8) 57 (54.8) 47 (45.2) 0.583 0.036

［膀胱瘻カテーテル交換］ 230 63 (50.0) 63 (50.0) 52 (50.0) 52 (50.0) 1.036 0.036

［中心静脈カテーテル抜去］ 231 83 (65.4) 44 (34.6) 62 (59.6) 42 (40.4) 0.369 ─0.059

［末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿⼊入］ 230 66 (52.4) 60 (47.6) 47 (41.6) 57 (54.8) 0.278 ─0.072

［褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織
の除去］

233 102 (79.7) 26 (20.3) 83 (79.0) 22 (21.0) 0.904 ─0.008

［創傷に対する陰圧閉鎖療法］ 229 90 (71.4) 36 (28.6) 73 (70.9) 30 (29.1) 0.927 ─0.006

［創部ドレーン抜去］ 229 84 (67.2) 41 (32.8) 59 (56.7) 45 (49.3) 0.103 ─0.108

［直接動脈穿刺による採血］ 230 68 (53.5) 59 (46.5) 60 (58.3) 43 (41.7) 0.475 0.047

［橈骨動脈ライン確保］ 231 67 (52.8) 60 (47.2) 43 (41.3) 61 (58.7) 0.084 ─0.114

［急性血液浄化療法における血液透析器、血液透析濾過
器の操作・管理］

228 56 (44.4) 70 (56.6) 33 (37.1) 69 (67.6) 0.063 ─0.123

［持続点滴中の⾼高カロリー輸液の投与量の調節］ 234 92 (71.9) 36 (28.1) 72 (67.9) 34 (32.1) 0.511 ─0.043

［脱水症状に対する輸液による補正］ 231 102 (80.3) 25 (19.7) 85 (81.7) 19 (18.3) 0.785 0.018

［感染兆候にある者に対する薬剤の臨時投与］ 231 59 (46.5) 68 (53.5) 50 (48.1) 54 (51.9) 0.806 0.016

［インスリンの投与量調整］ 228 69 (55.2) 56 (44.8) 46 (44.7) 57 (55.3) 0.113 ─0.105

［硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量調整］ 228 62 (49.6) 63 (50.4) 45 (43.7) 58 (56.3) 0.373 ─0.059

［持続点滴中のカテコラミン投与量調整］ 230 54 (42.9) 72 (57.1) 33 (31.7) 71 (68.3) 0.083 ─0.114

［持続点滴中のナトリウム、カリウム、クロールの投与
量の調整］

230 62 (49.2) 64 (50.3) 42 (40.4) 62 (59.6) 0.181 ─0.088

［持続点滴中の降圧剤の投与量の調整］ 227 64 (52.0) 59 (48.0) 47 (45.2) 57 (54.8) 0.304 ─0.068

［持続点滴中の糖質輸液、電解質輸液の投与量の調整］ 228 78 (61.9) 48 (38.1) 54 (52.9) 48 (47.1) 0.173 –0.090

［持続点滴中の利尿剤の投与量の調整］ 228 61 (48.8) 64 (51.2) 43 (41.7) 60 (58.3) 0.287 ─0.070

［抗けいれん薬の臨時投与］ 231 59 (46.8) 67 (53.2) 47 (44.8) 58 (55.2) 0.754 ─0.021

［抗精神薬の臨時投与］ 231 58 (46.0) 68 (54.0) 54 (51.4) 51 (48.6) 0.414 0.054

［抗不安薬の臨時投与］ 230 66 (52.4) 60 (47.6) 57 (54.8) 47 (45.2) 0.713 0.024

［抗がん剤その他の薬剤が血液外漏出した時のステロイ
ド薬の局所注射及び投与量の調整］

232 62 (46.8) 65 (51.2) 53 (50.5) 52 (49.5) 0.802 0.016

*χ2検定（p<0.05）
大規模病院＝500床以上（129施設）、中⼩小規模＝500床未満（100施設）
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いうスペシャリストとして充分な経験年数であ

り、今回の調査に適切に回答できる対象であっ

たと考える。認定看護師とは、ある特定の看護

分野において、熟練した看護技術と知識を有し

たものとして日本看護協会が認定した看護師の

ことを言う。特定行為研修修了者に対して行っ

た調査では、15 ～ 25年未満が7割を占めてお

り、中堅からエキスパートの段階の看護師であっ

た（永井ら，2017）が、本調査は、エキスパー

トである認定看護師を対象としたため、看護師

経験年数10年未満は1%以下であり、21年～

30年が131名で約56%を占めていた。認定看

護師受験資格は看護師免許取得後通算5年の実

務経験が必要で、そのうち通算3年以上の特定

の認定看護分野における実務経験が必要である

ことが関係している。

　特定行為研修は、2015年10月の制度を開始

すると同時に、日本看護協会は、厚生労働省認

可の指定研修機関として全分野の認定看護師を

対象とした研修を開始した。指定研修機関は、

2015年創設当時14機関であったが2023年2

月現在で360機関と増えている（厚生労働省，

2023）。就業場所についても、特定行為研修修

了者の74.8%が病院勤務であった結果（厚生労

働省，2022a）と同様に、本調査の対象者の就

業場所は90%以上が病院であった。また特定行

為研修の受講の希望の有無については半数以上

（53.2%）が「受講したくない」と回答してい

た結果は、中原ら（2021）の調査で、診療看護

師（以下NP）を増やす必要があるとわかってい

ても65%がNPになることに興味がないと回答

していた結果と同様であった。

　施設規模については、今回対象としたＡ県内

の病院は79.5%が300床未満の病院であり、全

国の施設規模の割合と同じである（厚生労働省，

2022b）。本調査の対象者が所属する施設は、300

床未満は61施設（26.0%）、500床以上は129

施設（54.9%）であった。本調査の対象者はＡ

県内の大規模病院勤務者が多い結果となった。

　また、今回の調査での回答者の認定看護師分

野については、全国約23,000人の認定看護師

の認定別の割合と大きな相違はなかった（日本

看護協会，2022）。

　2010年特定行為研修開始前に行われた医行

為の範囲に関する調査（前原ら，2011）では、

認定看護師の回答者は12%弱程度であった。し

かし、2020年度特定行為研修修了者に対して

の調査（厚生労働省，2022a）では、研修修了

生うち47.1%が認定看護師資格を有していた。

本調査でも、特定行為研修受講の有無に対して

の回答で、50%強が特定行為研修を受講したか

受講予定者であった。これは2020年から開始

された新たな認定看護師（Ｂ課程）修了者が増

えてきたことも関係していると考える。また、

特定行為研修も集中治療パッケージ等パッケー

ジ化され受講しやすい時間数になってきている

ことも、特定行為研修を受講する認定看護師が

増加してきたことと、関係があると考える。

２．	認定看護師がタスク・シフト／シェアでき

ると考える行為について

　タスク・シフト／シェアできると回答したも

のが30%以下である行為、すなわち、できない

と考えらえている行為は【一時的ペースメーカ

の操作及び管理】【一時的ペースメーカリードの

抜去】【経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理】

【大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行う

ときの補助頻度の調整】【心嚢ドレーン抜去】の

5行為であった。これら5行為は「循環器関連」

区分であり、「循環器関連」区分についてはタス

ク・シフト／シェアできないと認定看護師は考

えていることが示唆された。厚生労働省に認証

された特定行為研修を行う指定研修機関は、医

政局看護局調べでは2023年8月現在で373機

関あるが、開講している指定研修機関のうち、

「循環器関連」区分は62機関、「心嚢ドレーン管

理関連」区分は26機関であり、開講している指

定研修機関も都市部であることから、地方の病

院では循環器関連については症例数も少ないた

め、必要性を感じていない、もしくはその症例

の看護を経験する機会が少ないため、タスク・

シフト／シェアできるという回答が少なかった

と考える。また、回答者の53.2%は特定行為研

修を受講したくない、11.9%は無回答であった

背景からも、タスク・シフト／シェアについて

は否定的であることも想定され、そのことも影

響していると推察される。

　その一方で、行為に対して医師の学会は肯定

的で、日本心臓血管外科の学会の提言（日本心

臓外科学会，2021）では、タスク・シフト／

シェアを推進していくために、まず看護師の特
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定行為研修を支援することが重要と考えており、

学会が推奨する看護師特定行為を定めている。

その内容は、集中治療領域パッケージ、「循環動

態に係る薬剤投与関連」区分、「心嚢ドレーン管

理関連」区分、「胸腔ドレーン管理関連」区分の

4つである。集中治療領域パッケージには「循

環器関連」区分が含まれている。日本循環器学

会からの提言（日本循環器学会，2021）でも、

推奨特定行為区分を定めており、推奨特定区分

すべてを修了した看護師には学会から修了証明

書の発行を行っている。急性期での推奨特定行

為区分は、「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）

関連」区分、「循環器関連」区分、「動脈血液ガ

ス分析関連」区分、「心嚢ドレーン関連」区分、

「感染に係る薬剤投与関連」区分、「循環動態に

係る薬剤投与関連」区分の6区分である。また、

日本麻酔科学会（2023）は「麻酔関連業務にお

ける特定行為研修修了看護師の安全管理指針」

を作成しており、術中麻酔管理領域パッケージ、

もしくは、「呼吸器（気道確保に係るもの）関連」

区分、「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連」

区分、「動脈血ガス分析関連」区分、「栄養及び

水分管理に係る薬剤投与関連」区分、「術後疼痛

管理関連」区分、「循環動態に係る薬剤投与関連」

区分の6区分すべての研修を修了している看護

師を特定行為研修修了看護師としている。この

ように医師は関連学会を通して循環器関連に関

して協力体制をとっているが、安原ら（2015）

の結果にあるように、地方の医師と関心度の差

があることは否めない。

　70%以上がタスク・シフト／シェアできると

回答していたのは【脱水症状に対する輸液によ

る補正】【褥瘡又は慢性創傷の治療における血流

のない壊死組織の除去】【持続点滴中の高カロ

リー輸液の投与量の調整】【創傷に対する陰圧閉

鎖療法】の4行為であった。【脱水症状に対する

輸液による補正】【持続点滴中の高カロリー輸液

の投与量の調整】については、日本看護協会が

先行して行った特定行為研修や、2020年から

開始した新たな認定看護師過程（Ｂ課程）にお

いても、すべての認定看護師が実践で活用でき

ると考え、必須科目として組み込んだ1区分で

あったことで、認定看護師が水分管理できる状

況となっているため、タスク・シフト／シェア

できると回答したのではないかと考えられる。

創傷管理関連区分の【褥瘡又は慢性創傷の治療

における血流のない壊死組織の除去】【創傷に対

する陰圧閉鎖療法】の2行為については、日本

創傷・オストミー・失禁管理学会会員活動調査

報告 （2013～2016年報告） によると （間宮ら，

2019）、特定行為研修開始前から、会員の約

40%が「外科的デブリードマン」を実施してお

り、また「陰圧閉鎖療法の実施」は会員の50%

以上が専門的活動として実施している。しかし、

2018年の同活動調査報告（間宮ら，2020）で

は特定行為研修修了者は18%弱程度であったこ

とが示すように、同じ行為であっても、特定行

為として実施することには肯定的ではなかった。

特定行為研修制度開始前から皮膚・排泄ケア認

定看護師は直接指示のもと、専門的活動として

実施していたため、改めて特定行為研修を受講

しなくても活動ができることから、特定行為研

修を修了した皮膚・排泄ケア認定看護師は少な

いのではないかと考える。

　タスク・シフト／シェアできるとの回答が30 

%以上70%未満の行為のなかで、【透析管理関

連】については、開講研修機関も少なく、その

ため特定行為研修修了生も少ないが、本調査の

対象者の39%がタスク・シフト／シェアできる

と考えている。また同じように開講機関と修了

者の少ない【皮膚損傷にかかる薬剤投与関連】

については、49%の認定看護師がタスク・シフ

ト／シェアできると考えている。特定行為研修

修了者数の少ない【腹腔ドレーン管理関連】は

本調査の対象者の約42%がタスク・シフト／

シェアできると考えていることから、本研究対

象の認定看護師は大規模病院が半数であったこ

とが関与している。山本ら（2022）の報告にも

あるように、病床規模が大きくなるにつれ、特

定行為研修の指定研修機関に指定されている病

院において、研修修了者が存在する確率が高く

なっていることも関連があると考える。

　回答者の54.9%が500床以上の施設に所属

していたため、施設規模500床以上と未満の2

群で比較した結果で、タスク・シフト／シェア

ができないと考えられた【心嚢ドレーン抜去】

【腹腔ドレーン抜去】の2行為については、中小

規模病院の管理者対象の調査（安原ら，2015）

の、100床未満の病院の管理者が、タスク・シ

フト／シェアの行為に該当しないと回答してい
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た結果と一致していた。これらの2行為は侵襲

度の高い行為であり、医師が少ない中小規模病

院では、症例も少なく、指導できる医師も少な

いためと考える。中小規模の病院の割合が多い

都道府県では指定研修機関も少なく、地域医療

の推進の視点から考えると、ますます地域格差

につながるのではないかと考える。実際に指定

研修機関が2機関以下の県は、病院数も少なく、

修了者数も少ない（厚生労働省，2023）。地域

医療の推進をするためには、指定研修機関の偏

在なども検討する必要があるのではないかと考

える。厚生労働省が行った実態調査結果では、

特定行為研修修了看護師の各施設の配置状況は、

1人が43%、2～ 3人が30%と、約7割以上

の施設が少人数配置であり、一方で400床以上

の病院では10人以上の修了者の配置をしている

ところもあると報告しているように、複数配置

できる施設は大規模病院になる （厚生労働省，

2022b）。山本ら（2022）の報告でも特定行為

研修修了者の導入・配置に関する要因には、病

院規模が大きいこと、指定研修機関であること

に関連があるとしている。多くの県は300床以

下の病院の占める割合が80%以上であり、地方

都市の中小規模病院では指定研修機関も少なく

特定行研修の受講が困難、各施設においての特

定行為実習・実施も困難、さらには複数配置も

困難な状況にある。

　特定行為研修の受講者を増やすためには色々

と課題がある。過去一年間における就業先にお

いて行為を実施していない者の割合は31.6%

で、その理由として半数以上の特定行為研修修

了者が活動できるような体制がないと回答して

おり、行為を実施するにあたり特定行為研修制

度を職場で周知することに困難を感じている修

了生が半数以上いる（厚生労働省，2022a）。今

回の調査においては回答者がすでに特定行為研

修を受講修了もしくは受講中が16.1%であり、

半数以上は受講を希望したくないと思っている。

そのため、タスク・シフト／シェアできる行為

を明らかにすることで、特定行為研修の受講者

を増やすことにはならない。しかしながら、特

定行為が看護師全体のレベルアップを目指す目

的で開始された経緯からも、今後、今ある課題

を整理して、特定行為研修受講者を増やすこと

は求められる。本研究で明らかになったタスク・

シフト／シェアできる行為については、今後各

施設でタスク・シフト／シェアを推進していく

ための一助となるのではないか。スペシャリス

トである認定看護師のうち、どの分野の認定看

護師を特定行為研修受講させるのか、病院機能

として必要な行為についてはどのジェネラリス

ト看護師を受講させるのか、そのためには他の

職種に業務をタスク・シフト／シェアできる体

制を構築するなど、病院として進むべき方向を

検討するときに役に立つと考える

　また、認定看護師が考えるタスク・シフト／

シェアできる行為について、各施設のニーズに

あてはめて再考することで業務の効率化が図れ

るものと考える。専門分野で看護の質の向上に

寄与している認定看護師と、特定行為研修修了

生の活用は、組織でのタスク・シフト／シェア

推進には必要である。

Ⅴ．結　　論

　日本看護協会登録でＡ県在住の認定看護師を

対象に、タスク・シフト／シェアできると考え

る行為について調査を行った。その結果、認定

看護師がタスク・シフト／シェアできると考え

た行為は【脱水症状に対する輸液による補正】

【褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊

死組織の除去】【持続点滴中の高カロリー輸液の

投与量の調整】【創傷に対する陰圧閉鎖療法】の

4行為であった。タスク・シフト／シェアできな

いと考える行為は【一時的ペースメーカの操作

及び管理】【一時的ペースメーカリードの抜去】

【経皮的人工心肺補助装置の操作及び管理】【大

動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うと

きの補助頻度の調整】【心嚢ドレーン抜去】の5

行為であった。

　施設規模2群での比較では、【心嚢ドレーン抜

去】【腹腔ドレーン抜去】の2行為に関連が認め

られた。
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　目的：外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーの構成要素を、専門家集団の意見をもと整理し、コン

ピテンシーの可視化を図ることを目的とした。

　方法：3組6名の専門家（外来看護師、看護管理者、看護教育者）を対象とし、コンピテンシーリスト

案を事前に提示し、検討会議を行った。検討会議での内容をもとに修正案とし、個々の専門家に送付して、

整理した内容を再度検討した。

　結果：専門家による検討の結果、外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリストは4つの大項目、11

の中項目、57の小項目から構成された。

　考察：疾患管理を基盤としながらも、患者の生活に即した視点を取り入れた療養上の目標を支援する姿

勢は、外来看護師に求められる在宅療養支援コンピテンシーの特徴として捉えられた。可視化されたコン

ピテンシーリストを活用することにより、看護師個々の強みや課題を明確に把握することが可能となった

と考えられる。

Ⅰ．緒　　言

　我が国においては、地域包括ケアシステムの

構築が推進され、医療は病院完結型から地域完

結型に移行しつつある。現在までに外来医療に

おいては、外来機能の明確化と連携、さらにか

かりつけ医機能の強化が進められてきた（厚生

労働省，2020）。加えて、2040年に高齢者数

のピークを迎えることを見据えて、外来医療や

在宅医療、介護との連携や、人材確保を含む地

域全体の医療提供体制について検討されている

（厚生労働省，2024）。

　そのような中、外来看護師には診療の補助や

看護処置に加え、地域での療養生活を支える役

割が期待されている（日本看護協会，2015）。

住み慣れた地域での生活を円滑に継続すること

を目指す看護実践は在宅療養支援と呼ばれ（永

田　他，2021）、推進に向けた取り組みは進めら

れているが、十分な実施がなされているとは言

い難い（牛久保　他，2020）。外来看護師が在宅

療養支援を効果的に遂行するためには、求めら

れるコンピテンシーを目標志向的に明示するこ

とが有効であると考えられる。このようなコン

ピテンシーの可視化は、在宅療養支援の充実を

促進し、ひいては人材育成および看護の質の向

上にも寄与すると考えられる。

　 コ ン ピ テ ン シ ー の 概 念 は、1973年 に

McClellandが提唱し、多くの職種の特性に応じ

たコンピテンシーの開発とその活用の基盤と

な っ た（Spencer & Spencer, 1993/2011）。

看護分野でもコンピテンシーは広く用いられて
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おり、松谷ら（2010）は、「知識や技術を特定

の状況や背景の中に統合し倫理的で効果的な看

護を行うために必要な能力」をコンピテンスと

定義した上で、看護のコンピテンシーを「潜在

的なコンピテンスが前提となり、有能な看護師

によって実際の行為として示される行動特性」

と定義した。このコンピテンシーは潜在的なコ

ンピテンスが前提になっているため、直接把握

することは難しいが、高業績者の行動や反応の

様式 （経験） を構造化し、実際の行為の特徴 （行

動特性）として示される（坂下　他，2021）。こ

の定義に基づき先行研究では、特定機能病院の

外来看護師の経験をもとに、在宅療養支援のコ

ンピテンシーとして57のサブカテゴリ、11の

カテゴリ、4つのコアカテゴリが抽出された（山

幡　他，2025）。これらのコアカテゴリは、【役

割意識による系統だった実践】、【患者理解に基

づいた療養生活上の目標の志向】、【多職種協働

による支援の促進】、【資源の有効活用による療

養生活上の助力】である。しかし、先行研究で

は外来看護師の認識に基づく結果であり、一般

化や標準化には限界があった。そこで、特定機

能病院の外来の状況を踏まえ、内容の妥当性や

適切性を再確認し、さらなる洗練が必要である。

　コンピテンシーの開発には専門家パネルが有

効であり、職務遂行に必要な個人特性をブレー

ンストーミングすることで、価値の高いデータ

を迅速かつ効率的に収集できる。ただし、伝統

的な組織の先入観が影響する可能性もあるため、

慎重な検討が必要である （Spencer & Spencer, 

1993/2011，p127-128）。先行研究では、看

護小規模多機能型居宅介護で働く看護師に求め

られるコンピテンシーの内容妥当性の検討（撫

養　他，2023）に専門家パネルが用いられてい

る。また、高齢者訪問看護における家族支援の

質指標作成にも専門家の意見が活用されている

（山本　他，2007）。専門家による検討は、項目

の発展的な修正に有効であるといえる。本研究

では、外来看護が俯瞰できる専門家からの意見

を取り入れ、多面的な知見を得ることで、在宅

療養支援のコンピテンシーの特徴をより明確に

することができると考える。

　本研究は、外来看護師の在宅療養支援コンピ

テンシーの構成要素を専門家集団の意見をもと

に検討し、外来看護師の在宅療養支援における

コンピテンシーの構成要素を整理し、その内容

を分析することにより、コンピテンシーの可視

化を図ることを目的とした。

Ⅱ．方　　法

１．対象者の選定と研究協力

　対象者は、専門家として研究対象の職務の上

司、その職務の卓越したパフォーマー、外部専

門家が選ばれる（Spencer & Spencer, 1993/ 

2011, p127）とされ、これに基づいて設定した。

1）	 外来看護師および看護管理者
　特定機能病院は、高度な医療を提供できる能

力を備え、地域包括ケア時代に必要とされる機

能を持つ（厚生労働省，2022）。そのため外来

医療体制の未整備による影響が少ないと考えら

れ、勤務者を対象とした。また、外来看護部門

の管理経験者や、在宅療養支援に長けた看護師

を選定した。特定機能病院の看護管理責任者か

ら研究協力の承諾を得た後に、研究協力者への

依頼は機縁法を用いて行った。

2）	 看護教育者
　看護師のキャリア開発の研究、あるいは看護

管理に関する科目担当の看護教育者とした。研

究協力者への依頼は機縁法を用いて行った。

２．データ収集と分析（図１）

1  ）	調査期間は2023年9～ 12月であった。

2）	先行研究 （山幡　他，2025） をもとに、外来

看護師による在宅療養支援に関するコンピテ

ンシーを整理し、4つの大項目、11の中項

目、57の小項目から構成されるコンピテン

シーリスト案①を作成した（表１）。

3）	検討会議

（1）	事前に、対象者にコンピテンシーリスト

案①を提示し、問題点およびその解決策

（アイディア）を考えた上で会議に参加

するよう依頼した。

（2）	対象者2名および研究者1名の計3名に

よるブレーンストーミングにてコンピテ

ンシーリスト案①の修正点・改善点を検

討した。各対象者が事前に考えた問題点

およびその解決法を発表し、その後は意

見や批判を加えることなく、アイディア

を出し尽くすまで行った。研究者はファ

シリテーターとしての役割に徹した。

（3）	事前に録音の許可を得て実施した。
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4）	コンピテンシーリスト修正案②の作成

	 録音した内容をもとに、対象者が述べていた

アイディアの内容を抽出し、コンピテンシー

リスト案①と比較した。新たな内容は追加

し、項目名を変更した方がよいと考えられる

ものは修正した。そこで、コンピテンシーリ

スト案②を作成した。

5）メンバーチェッキング

	 コンピテンシーリスト案②を全ての対象者に

送付し、問題点およびその解決策について再

度検討し、修正点について記入の上で返送す

るよう依頼した。

6）コンピテンシーリスト完成

	 対象者からの意見を研究者が再検討し、修正

をし、コンピテンシーリストを完成させた。

３．結果の厳密性の検討

　対象者によるメンバーチェッキングを実施し、

信憑性の確保に努めた。また、検討の過程では

研究者2名が意見の一致に至るまで協議を重ね

た。さらに、対象者の意見や発言に立ち戻りな

がら慎重に検討を行った。

４．倫理的配慮

　本研究は、人間環境大学の研究倫理審査委員

会の承認（研究実施許可番号2022N-018）を

受けて実施した。看護管理責任者に研究参加の

任意性と拒否・同意撤回の自由、研究参加によ

る利益、不利益の軽減、個人情報とプライバシー

の保護、研究目的に限ったデータの使用、デー

タの保管と破棄、研究結果の公表等について文

書で説明し、署名により研究協力の承諾を得た。

対象者には同様の内容を文書と口頭で説明し、

署名により研究参加の同意を得た。

Ⅲ．結　　果

　リスト案を検討した結果、小項目の追加が1

件、小項目の表現の修正が4件、小項目の削除

が1件、中項目の修正が1件であった。以上の

手続きを行うことで、外来看護師の在宅療養支

援コンピテンシーリストが完成した（表１）。

１．対象者の概要（表２）

　研究に同意した対象者は6名であり、特定機

能病院2施設の外来看護師と看護管理者および

大学の看護教員であった。性別は女性5名、男

性1名であった。ディスカッション時間は40～

100分であった。臨床経験年数は、10年以上が

1名、15年以上が1名、20年以上が1名、25

年以上が1名、30年以上が2名であった。対象

とした看護職の役職は、看護副部長、主任、認

定看護師、専門看護師、および大学の看護教員

であり、管理・専門・教育の各視点から構成さ

れた。また、Ｆ氏は専門看護師の資格取得にむ

け進学することを予定しており、地域連携部門

の経験者であった。

２．	 検討会議によるコンピテンシーリスト案②

の作成（表１）

　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリ

スト案①の大項目ごとに、修正内容についての

結果を記載する。また、大項目は【　】、中項目

は《　》、小項目は〈　〉で表記する。

1）	【役割意識による系統だった実践】
　《質の高い支援を目指したフィードバックを受

けた前向きな取り組み》では、介護保険制度を

理解することや、在宅療養支援に関連した知識

を持っていることの必要性が意見として出され

図１　データ収集と分析
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表１　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリスト案の修正（１）

コンピテンシーリスト案①
コンピテンシーリスト案②

修正した項目
メンバーチェッキング後

修正した項目

【大項目】

中項目 小項目 中項目 小項目 小項目

【役割意識による系統だった実践】

質の高い支援を
目指したフィー
ドバックを受け
た前向きな取り
組み

自己研鑽を積み，質の高い支援提供を目指す

在宅療養支援に対し，やりがいを感じ，前向
きに取り組む

フィードバックを受け，自己の支援を振り返る

〔追加〕在宅療養に関与す
る法や社会資源を理解する

支援を行う患者
を見極めること
による継続性，
統一性をもった
計画的な関わり

多くの外来患者から，支援を行う患者を見極
める

〔修正〕多くの外来患者の中
から，支援を行う患者を見
極める

患者の受診予定をつかみ，計画的に関わる

患者の療養状況を査定し，継続性，統一性を
もって関わる

外来受診時の限られた機会を活用し，患者や
家族との関わりを意図的に深める

療養生活の場の移行を見越し，計画的に関わる

【患者理解に基づいた療養生活上の目標の志向】

通院の様子を基
にした患者状況
の把握による患
者理解

患者の病状変化をつかむ

患者の理解度をつかむ
〔修正〕患者の認知能力・理
解度をつかむ

患者の療養状況をつかむ

患者の暮らしぶりをつかむ

患者の通院の様子を観察し，ADLの変化をつ
かむ

外来患者の同行者から患者の状況の情報を得る

社会資源の利用状況をつかむ

患者の抱える療養生活上の問題をつかむ

将来を見据えた
医療およびケア
に対する意思決
定の扶助

患者や家族の意思決定支援を意識する

将来の医療及びケアについての希望を表出す
る機会を設ける

将来の医療及びケアについて患者や家族の選
択を後押しする　

〔修正〕将来の医療及びケ
アについて患者や家族の選
択に助言する

安全で安心な療
養生活を目指し
た臨機的で慎重
な対応

療養生活上の起こり得る変化を見越す

療養生活上の安全性を慎重に勘案する

予定外の受診を要する場合の支援体制を確認
する

安全で安心して療養生活が送れるよう，必要
な資源を手配する　

〔修正〕急を要する予定外
の受診を手配する

療養上の目標に合わせた在宅療養を目指す

セルフマネジメ
ント促進に向け
た指導力発揮

セルフマネジメントが患者や家族にとって実
現可能かを査定する

患者の個別性に合わせたセルフマネジメント
の方法を模索する

患者にあわせ指導内容をアレンジする

セルフマネジメントの状況を継続的につかむ

セルフマネジメントの状況を評価する

症状管理を習慣的に行うよう，セルフモニタ
リングを促す

セルフマネジメント上の問題点を明らかにし
対応する

在宅でのケア実施者とケア方法の共有をはかる

セルフマネジメント上の目標を後押しする
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表１　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリスト案の修正（２）

コンピテンシーリスト案①
コンピテンシーリスト案②

修正した項目
メンバーチェッキング後

修正した項目

【大項目】

中項目 小項目 中項目 小項目 小項目

【多職種協働による支援の促進】

支援方法の統一，
分担による外来
看護師同士での
協働

外来看護師同士で支援の方向性について話し
合う

外来看護師同士で支援の方法を統一する

外来看護師同士で調整し，分担して支援にあ
たる

外来看護師同士で看護体制を整えて支援にあ
たる

情報共有，つな
がりによる院内
外多職種との協
働

携わる専門職や地域で活動する人々とつなが
りを持つ

携わる多職種の役割や特徴をつかむ

携わる多職種の意向や考え，支援の方向性を
つかむ

院内外多職種間で支援の方向性についての話
し合う

院内外多職種でともに支援を行う

院内外多職種での情報を共有し活用する

〔修正〕
院内体制活用に
よる，より専門
性の高い部署へ
の引き継ぎ

患者に紹介する院内専門部署
の専門性をつかみ選択する

自施設の体制をつかみ，活用
する

社会資源の利用について，院
内専門部署の介入を依頼する

より専門的な対応の必要性に
より，院内専門部署の介入を
依頼する

【資源の有効活用による療養生活上の助力】

社会資源の活用
の提案

療養状況を査定し，社会資源の利用を提案する

療養上の目標にあわせ社会資源の導入を提案
する

今後必要となる社会資源の導入を提案する

利用している社会資源の内容の追加や変更を
提案する

院内体制活用に
よる，より専門
性の高い部署へ
の引き継ぎ

多職種や他部門に支援の方向性について相談
や提案をする

〔削除〕

患者に紹介する院内専門部署の専門性をつか
み選択する

自施設の体制をつかみ，活用する

社会資源の利用について，院内専門部署の介
入を依頼する

より専門的な対応の必要性により，院内専門
部署の介入を依頼する

患者を含む家族
の考えや負担に
基づいた患者サ
ポートの促進

患者の家族のサポート状況をつかむ

患者を支える家族の関わりを設け，理解を促す

患者を支える家族のサポートを得る

患者を支える家族の考えをつかむ

患者を支える家族の負担をつかむ
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たので、〈在宅療養に関与する法や社会資源を理

解する〉を追加した。

2）	【患者理解に基づいた療養生活上の目標の
志向】

　《将来を見据えた医療およびケアに対する意思

決定の扶助》の〈将来の医療及びケアについて

患者や家族の選択を後押しする〉については、

患者の意向を重視することが基本的な姿勢であ

り、積極的な後押しはしていかないとの意見を

得た。そのため〈将来の医療及びケアについて

患者や家族の選択に助言する〉に修正した。

　また、《安全で安心な療養生活を目指した臨機

的で慎重な対応》の〈安全で安心して療養生活

が送れるよう、必要な資源を手配する〉につい

ては、外来患者は病を抱えながら地域での生活

を継続しており、急な対応が必要な場合もある

との意見を得た。そこで〈急を要する予定外の

受診を手配する〉に修正した。

3）	【多職種協働による支援の促進】
　この大項目では追加や修正はなかった。

4）	【資源の有効活用による療養生活上の助力】
　《院内体制活用による、より専門性の高い部

署への引き継ぎ》は、院内の資源の活用という

よりは、情報を専門部署に伝え、専門部署によ

る相談支援を依頼するといった、多職種による

協働といった意味が強く表れているとの意見を

得た。そこで、《院内体制活用による、より専

門性の高い部署への引き継ぎ》は、大項目【資

源の有効活用による療養生活上の助力】から

【多職種協働による支援の促進】に含まれる中

項目に修正した。また〈多職種や他部門に支援

の方向性について相談や提案をする〉は、《情

報共有、つながりによる院内外多職種との協働》

内の小項目と類似しているという意見から削除

した。

　検討会議の分析後、研究者がコンピテンシー

リスト案①を編集し、4大項目、11中項目、57

小項目からなるコンピテンシーリスト案②を作

成した。

３．メンバーチェッキングと再検討（表１）

　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリ

スト案②を作成後、メンバーチェッキングを行

い再検討した。

　コンピテンシーリスト案②を専門家に郵送し

メンバーチェッキングを実施した結果、対象者

6名全員により承認を得たのは、57小項目中55

項目であった。しかし、以下の2項目に関して

は、小項目について意見があり修正した。その

うち1項目は、対象者1名より意見があり、〈多

くの外来患者から、支援を行う患者を見極める〉

を〈多くの外来患者の中から、支援を行う患者

を見極める〉に修正した。また対象者1名より

意見があり、〈患者の理解度をつかむ〉を〈患者

の認知能力・理解度をつかむ〉に修正した。

４．	 外来看護師の在宅療養支援のコンピテン

シーリストの完成

　最終的に表１を整理し、外来看護師の在宅療

養支援のコンピテンシーリストを完成させた

（表３）。4つの大項目に対して、構成するコン

ピテンシーを中項目、さらに具体的なコンピテ

ンシーの構成要素を小項目に示しリストとした。

　外来看護師の在宅療養支援のコンピテンシー

リストは、4つの大項目、11の中項目、57の小

項目で構成された（表３）。

Ⅳ．考　　察

１．専門家パネルによる検討ついて

　特定機能病院に勤務する看護管理者、卓越的

な外来看護師および、看護教育者が研究に同意

し、6名を対象者とした。検討会議は、対象者2

表２　対象者の概要

対象者 性別・年代
ディスカッション

時間
臨床経験年数 所属，役職，資格等

A 女・40歳代
045分

25年以上 主任，認定看護師

B 男・30歳代 10年以上 外来，認定看護師

C 女・40歳代
100分

20年以上 入退院支援センター，認定看護師

D 女・50歳代 30年以上 看護副部長，大学教員，認定看護師

E 女・50歳代
040分

30年以上 看護副部長，外来部門管理者，専門看護師

Ｆ 女・40歳代 15年以上 外来，地域連携部門経験者
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表３　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーリスト

大項目

中項目  ・  小項目

役割意識による系統だった実践

質の高い支援を目指したフィー
ドバックを受けた前向きな取り
組み

・	自己研鑽を積み，質の高い支援提供を目指す
・	在宅療養支援に対し，やりがいを感じ，前向きに取り組む
・	フィードバックを受け，自己の支援を振り返る
・	在宅療養に関与する法や社会資源を理解する

支援を行う患者を見極めること
による継続性，統一性を持った
計画的な関わり

・	多くの外来患者の中から，支援を行う患者を見極める
・	患者の受診予定をつかみ，計画的に関わる
・	患者の療養状況を査定し，継続性，統一性をもって関わる
・	外来受診時の限られた機会を活用し，患者や家族との関わりを意図的に深める
・	療養生活の場の移行を見越し，計画的に関わる

患者理解に基づいた療養生活上の目標の志向

通院の様子を基にした患者状況
の把握による患者理解

・	患者の病状変化をつかむ
・	患者の認知能力・理解度をつかむ
・	患者の療養状況をつかむ
・	患者の暮らしぶりをつかむ
・	患者の通院の様子を観察し，ADLの変化をつかむ
・	外来患者の同行者から患者の状況の情報を得る
・	社会資源の利用状況をつかむ
・	患者の抱える療養生活上の問題をつかむ

将来を見据えた医療およびケア
に対する意思決定の扶助

・	患者や家族の意思決定支援を意識する
・	将来の医療及びケアについての希望を表出する機会を設ける
・	将来の医療及びケアについて患者や家族の選択に助言する

安全で安心な療養生活を目指し
た臨機的で慎重な対応

・	療養生活上の起こり得る変化を見越す
・	療養生活上の安全性を慎重に勘案する
・	予定外の受診を要する場合の支援体制を確認する
・	急を要する予定外の受診を手配する
・	療養上の目標に合わせた在宅療養を目指す

セルフマネジメント促進に向け
た指導力発揮

・	セルフマネジメントが患者や家族にとって実現可能かを査定する
・	患者の個別性に合わせたセルフマネジメントの方法を模索する
・	患者にあわせ指導内容をアレンジする
・	セルフマネジメントの状況を継続的につかむ
・	セルフマネジメントの状況を評価する
・	症状管理を習慣的に行うよう，セルフモニタリングを促す
・	セルフマネジメント上の問題点を明らかにし対応する
・	在宅でのケア実施者とケア方法の共有をはかる
・	セルフマネジメント上の目標を後押しする

多職種協働による支援の促進

支援方法の統一，分担による
外来看護師同士での協働

・	外来看護師同士で支援の方向性について話し合う
・	外来看護師同士で支援の方法を統一する
・	外来看護師同士で調整し，分担して支援にあたる
・	外来看護師同士で看護体制を整えて支援にあたる

情報共有，つながりによる院内
外多職種との協働

・	携わる専門職や地域で活動する人々とつながりを持つ
・	携わる多職種の役割や特徴をつかむ
・	携わる多職種の意向や考え，支援の方向性をつかむ
・	院内外多職種間で支援の方向性についての話し合う
・	院内外多職種でともに支援を行う
・	院内外多職種での情報を共有し活用する

院内体制活用による，より専門
性の高い部署への引き継ぎ

・	患者に紹介する院内専門部署の専門性をつかみ選択する
・	自施設の体制をつかみ，活用する
・	社会資源の利用について，院内専門部署の介入を依頼する
・	より専門的な対応の必要性により，院内専門部署の介入を依頼する

資源の有効活用による療養生活上の助力

社会資源の活用の提案

・	療養状況を査定し，社会資源の利用を提案する
・	療養上の目標にあわせ社会資源の導入を提案する
・	今後必要となる社会資源の導入を提案する
・	利用している社会資源の内容の追加や変更を提案する

患者を含む家族の考えや負担に
基づいた患者サポートの促進

・	患者の家族のサポート状況をつかむ
・	患者を支える家族の関わりを設け，理解を促す
・	患者を支える家族のサポートを得る
・	患者を支える家族の考えをつかむ
・	患者を支える家族の負担つかむ
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名および研究者1名の計3名によって実施され、

ブレーンストーミング法を用いて行った。各対

象者は、自身の問題分析に基づいてアイディア

を提示し、他者の意見に対して批判や評価を加

えることなく、アイディアの提示を継続した。

アイディアが出尽くすまでこのプロセスを維持

することで、自由かつ創造的な発想が促進され

た。また、対象者間の相互作用を活用すること

で、効率的な情報収集が可能となった。また、

検討会議での内容を踏まえて修正案を作成し、

対象者に送付した上で、問題点および改善案に

ついて個別に検討を行った。この手続きを通じ

て、各項目が表面的な評価にとどまらず、より

詳細かつ多面的に検討されたのではないかと思

われる。

　専門家の意見をもと明らかになった〈在宅療

養に関与する法や社会資源を理解する〉、〈将来

の医療及びケアについて患者や家族の選択に助

言する〉、〈急を要する予定外の受診を手配する〉

について考察する。また可視化によって明らか

となった在宅療養支援コンピテンシーの特徴と

今後の実行性について考察する。

２．	 在宅療養に関与する法や社会資源を理解す

る

　検討会議においては、介護保険制度の理解お

よび在宅療養支援に関連する知識の習得が重要

であるとの意見が示された。特に、在宅療養に

関与する法制度や社会資源に関する深い知識は、

外来看護師が在宅療養支援を実施する際の看護

の質に影響を及ぼす要因と考えられた。これを

踏まえ、〈在宅療養に関与する法や社会資源を理

解する〉を《質の高い支援を目指したフィード

バックを受けた前向きな取り組み》の項目に新

たに追加した。

　外来患者は地域社会において生活しており、

その支援は多様な社会保障制度によって支えら

れている。地域包括ケアシステムの構築や医療

提供体制の変化に伴い、看護師には社会資源に

関する知識の習得が求められている。特に、外

来患者が地域で安全かつ安定した生活を送るた

めには、社会資源を有効に活用できるよう支援

することが看護師の重要な役割である（日本看

護協会，2015）。このような地域包括ケア時代

に対応するための学修は、看護基礎教育におい

てようやく導入された段階であり（文部科学省，

2017）、これは、経験年数の長い看護師ほど、

現代のニーズに即した学修を終えていない可能

性があることを示唆している。牛久保ら（2020）

は、外来看護師が在宅療養支援を行うにあたり、

知識不足があると認識していると報告してい

る。このことから、外来部門には、一定水準の

実践能力を有する人材が配置されているもの

の、在宅療養支援に関していえば、看護師自身

が知識的課題を抱えていると考えられる。その

ため、看護師には時代の要請に応じた現任教育

によるスキルアップを求められており、在宅療

養支援において〈在宅療養に関与する法や社会

資源を理解する〉は、外来看護師としての役割

を果たす上で《質の高い支援を目指したフィー

ドバックを受けた前向きな取り組み》に位置づ

けられるべきコンピテンシーの一つと考えられ

た。

３．	 将来の医療及びケアについて患者や家族の

選択に助言する

　専門家からの意見として、患者からの療養上

の選択の相談を受けることはあるが、あくまで

患者の意向を重視することが基本的な姿勢であ

り、積極的な後押しはしていかないとの意見を

得た。そのため〈将来の医療及びケアについて

患者や家族の選択を後押しする〉を〈将来の医

療及びケアについて患者や家族の選択に助言す

る〉に修正した。

　近年、患者や家族が治療方針についての説明

を受け、治療やケアの方向性を決定する場は、

病棟から外来に移行しており、外来看護師が患

者の意思決定を支援する役割も増大している。

また、 在宅医療が進められる中、 在宅療養に関す

る選択肢も増えており、将来の医療やケアにつ

いての選択を患者や家族に求める機会も増えて

いる。谷垣ら（2020）は、熟練看護師が行った

在宅療養支援における看護実践において、病い

や障害をもちながら、今後どのように過ごした

いのか、どのような願いや希望があるのか、ま

ずは、そのような意思決定を中心に据えるプロ

セスが重要であると述べている。そのため、外

来看護師には、必要な情報を的確かつ丁寧に提

供するとともに、患者および家族の願いや希望

の表出を促し、適切な助言を行う役割が求めら

れると考えられる。十分な情報を丁寧に提供し、

患者や家族が納得の上で選択できるよう支援す
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るといった〈将来の医療及びケアについて患者

や家族の選択に助言する〉ことは、《将来を見据

えた医療およびケアに対する意思決定の扶助》

であり、外来看護師としての役割を果たす上で

求められるコンピテンシーの一つと考えられた。

４．急を要する予定外の受診を手配する

　小項目の〈安全で安心して療養生活が送れる

よう、必要な資源を手配する〉に関しては、外

来患者が疾病を抱えながら地域での生活を継続

していることから、急な対応が必要となる場合

もあるとの意見が得られた。また、特定機能病

院の外来看護師が、社会資源の手配を直接担う

ことは稀であるとの見解も示された。これを踏

まえ、小項目は〈急を要する予定外の受診を手

配する〉へと修正した。

　特定機能病院においては、高度かつ専門的な

医療が提供されており、診療科は細分化されて

いる。このような医療体制の下では、外来看護

師には各診療科の特性に応じた高度な専門知識

および看護技術に基づくケアの提供が求められ

る。外来患者およびその家族に対しては、医療

処置の管理や病状に応じたセルフマネジメント

が必要となる場面が多く、看護師による継続的

な支援が重要である。さらに、患者の状態や生

活環境に応じて、【資源の有効活用による療養生

活上の助力】を通じて訪問看護の対応を求める

ことや、緊急受診への対応が求められる場合も

少なくない（山本　他，2022）。これらの状況に

おいて、外来看護師が〈急を要する予定外の受

診を手配する〉ことは、患者が安全かつ安心し

て療養生活を継続するために不可欠であり、そ

の役割の重要性は高いと考えられる。

５．	 可視化によって明らかとなった在宅療養支

援コンピテンシーの特徴と今後の実行性

　本研究においては、外来看護師の在宅療養支

援コンピテンシーの特徴として、以下の4つの

大項目が確認された。【役割意識による系統だっ

た実践】、【患者理解に基づいた療養生活上の目

標の志向】、【多職種協働による支援の促進】、お

よび【資源の有効活用による療養生活上の助力】

である。これらは、外来看護師が在宅療養支援

を行う上での基本的な姿勢を示すものであり、

療養生活の支援、多職種との協働、ならびに社

会資源の活用といった側面において、他の看護

領域における看護師とも共通するコンピテン

シーであると考えられる（坂下　他，2021；星  

他，2022；撫養　他，2023）。とりわけ、【患者

理解に基づいた療養生活上の目標の志向】に関

しては、患者の病状変化を的確に把握し、将来

的な医療およびケアを見据えた疾患管理を基盤

としつつ、患者の療養上の目標達成に向けた支

援を志向する姿勢が含まれることが明らかと

なった。特定機能病院の外来に勤務する看護師

を対象とした本研究においては、当該施設にお

いて高度かつ専門的な医療が提供されているこ

とから、疾患管理に関する高い専門性が求めら

れる傾向にある。そのような背景のもと、疾

患管理を基盤としながらも、患者の生活に即

した視点を取り入れた療養上の目標を支援す

る姿勢は、外来看護師に求められる在宅療養

支援コンピテンシーの重要な特徴として捉え

られた。

　本研究において可視化された在宅療養支援コ

ンピテンシーリストを活用することにより、外

来看護師個々の強みや課題を明確に把握するこ

とが可能となった。加えて、外来チーム全体の

バランスを俯瞰的に捉える視点を得ることがで

き、人材育成や専門性に応じた看護師の配置に

関する方策の立案にも寄与することが期待され

る。

６．研究の限界と今後の課題

　本研究では、外来看護師の在宅療養支援コン

ピテンシーリスト案をもとに、外来看護を俯瞰

的に捉えることが可能な専門家を対象として、

外来看護師の在宅療養支援に対する考えをたず

ねたが、結果はあくまで専門家の主観的認識に

基づくものであり、一般化、標準化することに

は限界がある。また、外来医療体制の未整備に

よる影響を最小限に抑える目的で、特定機能病

院の勤務者を対象としたが、施設特性が結果に

影響を及ぼしている可能性も否定できない。さ

らに、本研究におけるコンピテンシーは行動特

性に着目しているため、個々人が歩んできた人

生経験や実存的な人間性に対するアプローチが

十分ではない可能性がある。

　今後、他の医療機能を有する病院において検

証を重ねることで、地域包括ケア時代に求めら

れる外来看護師の在宅療養支援に関するコンピ

テンシーの実態がより明確になると考えられる。

さらに、明らかとなったコンピテンシーリスト



30	 山幡　朗子，深谷　由美

日本看護医療学会雑誌　J. Jpn. Soc. Nurs. Health Care, Vol. 28, No. 1, 2026

を基盤として量的に測定することにより、多角

的かつ多数の知見が得られ、さらに精度の高い

在宅療養支援のコンピテンシーの特徴が明らか

になることが期待される。

Ⅴ．結　　論

　外来看護師の在宅療養支援コンピテンシーの

構成要素を専門家集団の意見をもとに検討した

ところ、在宅療養支援コンピテンシーリストは、

4つの大項目、11の中項目、57の小項目から構

成された。疾患管理を基盤としながらも、患者

の生活に即した視点を取り入れた療養上の目標

を支援する姿勢は、外来看護師に求められる在

宅療養支援コンピテンシーの特徴として捉えら

れた。

　本研究にご協力いただいた研究協力者の皆様、

巽あさみ先生に厚くお礼申し上げます。

　本研究は外来看護師の在宅療養支援のコンピ

テンシーを検討するために行った研究の一部で

あり、人間環境大学大学院に提出した博士論文

に加筆・修正を加えたものである。また、JSPS

科研費JP21K10646の助成を受けたものであ

る。開示すべきCOI状態はない。
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